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関係法令抜粋 

 

○消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

第十条  指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンクにおいて危険物を貯

蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵所」という。）を含む。以下同じ。）以外の

場所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱つてはな

らない。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の危険物を、十

日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りでない。  

２  別表第一に掲げる品名（第十一条の四第一項において単に「品名」という。）又は指定数

量を異にする二以上の危険物を同一の場所で貯蔵し、又は取り扱う場合において、当該貯

蔵又は取扱いに係るそれぞれの危険物の数量を当該危険物の指定数量で除し、その商の

和が一以上となるときは、当該場所は、指定数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱つて

いるものとみなす。  

３  製造所、貯蔵所又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱は、政令で定める技術

上の基準に従つてこれをしなければならない。  

４  製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、政令でこれを定

める。  

 

第十一条  製造所、貯蔵所又は取扱所を設置しようとする者は、政令で定めるところにより、

製造所、貯蔵所又は取扱所ごとに、次の各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分

に応じ、当該各号に定める者の許可を受けなければならない。製造所、貯蔵所又は取扱所

の位置、構造又は設備を変更しようとする者も、同様とする。  

一  消防本部及び消防署を置く市町村（次号及び第三号において「消防本部等所在市町

村」という。）の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱所（配管によつて危険物の移

送の取扱いを行うもので政令で定めるもの（以下「移送取扱所」という。）を除く。） 当該

市町村長  

二  消防本部等所在市町村以外の市町村の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱

所（移送取扱所を除く。） 当該区域を管轄する都道府県知事  

三  一の消防本部等所在市町村の区域のみに設置される移送取扱所 当該市町村長  

四  前号の移送取扱所以外の移送取扱所 当該移送取扱所が設置される区域を管轄す

る都道府県知事（二以上の都道府県の区域にわたつて設置されるものについては、総

務大臣）  

２  前項各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分に応じ当該各号に定める市町村

長、都道府県知事又は総務大臣（以下この章及び次章において「市町村長等」という。）は、

同項の規定による許可の申請があつた場合において、その製造所、貯蔵所又は取扱所の

位置、構造及び設備が前条第四項の技術上の基準に適合し、かつ、当該製造所、貯蔵所
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又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱いが公共の安全の維持又は災害の発生

の防止に支障を及ぼすおそれがないものであるときは、許可を与えなければならない。  

３  総務大臣は、移送取扱所について第一項第四号の規定による許可をしようとするときは、

その旨を関係都道府県知事に通知しなければならない。この場合においては、関係都道府

県知事は、当該許可に関し、総務大臣に対し、意見を申し出ることができる。  

４  関係市町村長は、移送取扱所についての第一項第四号の規定による許可に関し、当該

都道府県知事又は総務大臣に対し、意見を申し出ることができる。  

５  第一項の規定による許可を受けた者は、製造所、貯蔵所若しくは取扱所を設置したとき

又は製造所、貯蔵所若しくは取扱所の位置、構造若しくは設備を変更したときは、当該製

造所、貯蔵所又は取扱所につき市町村長等が行う完成検査を受け、これらが前条第四項

の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはならない。た

だし、製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構造又は設備を変更する場合において、当該製

造所、貯蔵所又は取扱所のうち当該変更の工事に係る部分以外の部分の全部又は一部

について市町村長等の承認を受けたときは、完成検査を受ける前においても、仮に、当該

承認を受けた部分を使用することができる。  

６～７ 略 

 

第十一条の二  政令で定める製造所、貯蔵所若しくは取扱所の設置又はその位置、構造若

しくは設備の変更について前条第一項の規定による許可を受けた者は、当該許可に係る

工事で政令で定めるものについては、同条第五項の完成検査を受ける前において、政令

で定める工事の工程ごとに、当該製造所、貯蔵所又は取扱所に係る構造及び設備に関す

る事項で政令で定めるもの（以下この条及び次条において「特定事項」という。）が第十条

第四項の技術上の基準に適合しているかどうかについて、市町村長等が行う検査を受け

なければならない。  

２  前項に規定する者は、同項の検査において特定事項が第十条第四項の技術上の基準

に適合していると認められた後でなければ、当該特定事項に係る製造所、貯蔵所若しくは

取扱所の設置又はその位置、構造若しくは設備の変更の工事について、前条第五項の完

成検査を受けることができない。  

３  第一項に規定する者は、同項の検査において第十条第四項の技術上の基準に適合して

いると認められた特定事項に係る製造所、貯蔵所若しくは取扱所の設置又はその位置、構

造若しくは設備の変更の工事につき、前条第五項の完成検査を受けるときは、当該特定事

項については、同項の完成検査を受けることを要しない。  
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○危険物の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306 号） 

（完成検査の手続）  

第八条  法第十一条第五項 の規定による完成検査（以下「完成検査」という。）を受

けようとする者は、その旨を市町村長等に申請しなければならない。  

２  市町村長等は、前項の規定による申請があつたときは、遅滞なく、当該製造所等

の完成検査を行わなければならない。  

３  市町村長等は、完成検査を行つた結果、製造所にあつては第九条及び第二十条か

ら第二十二条まで、貯蔵所にあつては第十条から第十六条まで及び第二十条から第二

十二条まで、取扱所にあつては第十七条から第十九条まで及び第二十条から第二十二

条までにそれぞれ定める技術上の基準（法第十一条の二第一項 の検査（以下「完成

検査前検査」という。）に係るものを除く。）に適合していると認めたときは、当該

完成検査の申請をした者に完成検査済証を交付するものとする。  

４～６ 略 

 

（完成検査前検査）  

第八条の二  法第十一条の二第一項 の政令で定める製造所、貯蔵所又は取扱所は、液

体の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク（以下「液体危険物タンク」という。）を

有する製造所等（容量が指定数量以上の液体危険物タンクを有しない製造所及び一般

取扱所を除く。）とする。  

２  法第十一条の二第一項 の政令で定める工事は、液体危険物タンク（製造所又は一

般取扱所に係る工事にあつては、容量が指定数量以上の液体危険物タンク）の設置又

は変更の工事とする。  

３  法第十一条の二第一項 の政令で定める工事の工程は、次の各号に掲げる工事の工

程とし、同項 の製造所、貯蔵所又は取扱所に係る構造及び設備に関する事項で政令

で定めるものは、当該工事の工程ごとに、当該各号に定めるものとする。  

一  屋外タンク貯蔵所の液体危険物タンク（岩盤内の空間を利用する液体危険物タ

ンク（以下「岩盤タンク」という。）を除く。）で、その容量が千キロリットル以

上のものの基礎及び地盤に関する工事（底部が地盤面下にあり、頂部が地盤面以上

にある液体危険物タンクその他の特殊な構造を有するものとして総務省令で定め

る液体危険物タンク（以下この条、第八条の四及び第十一条において「特殊液体危

険物タンク」という。）にあつては、基礎及び地盤に関する工事に相当するものと

して総務省令で定める工事）の工程 当該液体危険物タンクの構造及び設備に関す

る事項のうち第十一条第一項第三号の二に定める基準（特殊液体危険物タンクにあ

つては、当該基準に相当するものとして総務省令で定める基準）に適合すべきこと

とされる事項（以下「液体危険物タンクの基礎及び地盤に関する事項」という。）  

二  前号の液体危険物タンクに配管その他の附属設備を取り付ける前の当該タンク

のタンク本体に関する工事の工程 当該液体危険物タンクの構造及び設備に関す

る事項のうち第十一条第一項第四号に定める基準（水張試験（水以外の適当な液体
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を張つて行う試験を含む。以下同じ。）又は水圧試験に関する部分に限るものとし、

特殊液体危険物タンクにあつては、当該基準に相当するものとして総務省令で定め

る基準とする。）に適合すべきこととされる事項（以下「液体危険物タンクの漏れ

及び変形に関する事項」という。）並びに当該液体危険物タンクの構造及び設備に

関する事項のうち同項第四号の二に定める基準（同号の試験のうち真空試験その他

の総務省令で定める試験に関する部分を除くものとし、特殊液体危険物タンクにあ

つては、当該基準に相当するものとして総務省令で定める基準とする。）に適合す

べきこととされる事項（以下「液体危険物タンクの溶接部に関する事項」という。）  

三  屋外タンク貯蔵所の岩盤タンクのタンク本体に関する工事の工程 当該岩盤タ

ンクの構造及び設備に関する事項のうちタンク本体の安定性に係る基準として総

務省令で定める基準に適合すべきこととされる事項（以下「岩盤タンクのタンク構

造に関する事項」という。）  

四  液体危険物タンク（第一号及び前号に掲げるものを除く。）に配管その他の附

属設備を取り付ける前の当該タンクのタンク本体に関する工事の工程 当該液体

危険物タンクの構造及び設備に関する事項のうち第九条第一項第二十号、第十一条

第一項第四号、第十二条第一項第五号、第十三条第一項第六号、第十四条第六号、

第十五条第一項第二号、第十七条第一項第八号若しくは第二項第二号又は第十九条

第一項に定める基準（水張試験又は水圧試験に関する部分に限るものとし、アルキ

ルアルミニウム、アルキルリチウムその他の総務省令で定める危険物（以下この条

において「アルキルアルミニウム等」という。）を貯蔵し、又は取り扱う移動タン

ク貯蔵所の液体危険物タンクにあつては、第十五条第一項第二号に定める基準に相

当するものとして総務省令で定める基準とする。）に適合すべきこととされる事項  

４～５ 略  

６  完成検査前検査を受けようとする者は、総務省令で定めるところにより、市町村

長等に申請しなければならない。この場合においては、前条第二項の規定を準用する。  

７  市町村長等は、完成検査前検査を行つた結果、第三項各号に定める事項が、製造

所にあつては第九条、貯蔵所にあつては第十一条から第十五条まで、取扱所にあつて

は第十七条及び第十九条にそれぞれ定める技術上の基準（完成検査前検査に係るもの

に限る。）に適合すると認めたときは、当該完成検査前検査の申請をした者に通知（水

張検査又は水圧検査にあつては、タンク検査済証の交付）をするものとする。  

 

 

○高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号） 

（製造の許可等）  

第五条  次の各号の一に該当する者は、事業所ごとに、都道府県知事の許可を受けなけれ

ばならない。  

一  圧縮、液化その他の方法で処理することができるガスの容積（温度零度、圧力零パス

カルの状態に換算した容積をいう。以下同じ。）が一日百立方メートル（当該ガスが政令
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で定めるガスの種類に該当するものである場合にあつては、当該政令で定めるガスの

種類ごとに百立方メートルを超える政令で定める値）以上である設備（第五十六条の七

第二項の認定を受けた設備を除く。）を使用して高圧ガスの製造（容器に充てんすること

を含む。以下同じ。）をしようとする者（冷凍（冷凍設備を使用してする暖房を含む。以下

同じ。）のため高圧ガスの製造をしようとする者及び液化石油ガスの保安の確保及び取

引の適正化に関する法律 （昭和四十二年法律第百四十九号。以下「液化石油ガス法」

という。）第二条第四項 の供給設備に同条第一項 の液化石油ガスを充てんしようとす

る者を除く。）  

二  冷凍のためガスを圧縮し、又は液化して高圧ガスの製造をする設備でその一日の冷

凍能力が二十トン（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するものである場合にあ

つては、当該政令で定めるガスの種類ごとに二十トンを超える政令で定める値）以上の

もの（第五十六条の七第二項の認定を受けた設備を除く。）を使用して高圧ガスの製造

をしようとする者  

２～３ 略 

（製造のための施設等の変更）  

第十四条  第一種製造者は、製造のための施設の位置、構造若しくは設備の変更の工事を

し、又は製造をする高圧ガスの種類若しくは製造の方法を変更しようとするときは、都道府

県知事の許可を受けなければならない。ただし、製造のための施設の位置、構造又は設備

について経済産業省令で定める軽微な変更の工事をしようとするときは、この限りでない。  

２～４ 略 

 

（貯蔵所）  

第十六条  容積三百立方メートル（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するもので

ある場合にあつては、当該政令で定めるガスの種類ごとに三百立方メートルを超える政令

で定める値）以上の高圧ガスを貯蔵するときは、あらかじめ都道府県知事の許可を受けて

設置する貯蔵所（以下「第一種貯蔵所」という。）においてしなければならない。ただし、第一

種製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従つて高圧ガスを貯蔵するとき、又は液

化石油ガス法第六条 の液化石油ガス販売事業者が液化石油ガス法第二条第四項 の供

給設備若しくは液化石油ガス法第三条第二項第三号 の貯蔵施設において液化石油ガス

法第二条第一項 の液化石油ガスを貯蔵するときは、この限りでない。  

２  都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その第一種貯蔵所の位置、

構造及び設備が経済産業省令で定める技術上の基準に適合すると認めるときは、許可を

与えなければならない。  

３ 略 

 

（完成検査）  

第二十条  第五条第一項又は第十六条第一項の許可を受けた者は、高圧ガスの製造のた

めの施設又は第一種貯蔵所の設置の工事を完成したときは、製造のための施設又は第一
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種貯蔵所につき、都道府県知事が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第十

六条第二項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用しては

ならない。ただし、高圧ガスの製造のための施設又は第一種貯蔵所につき、経済産業省令

で定めるところにより高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）又は経済産業大臣が指定す

る者（以下「指定完成検査機関」という。）が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又

は第十六条第二項の技術上の基準に適合していると認められ、その旨を都道府県知事に

届け出た場合は、この限りでない。  

２  略 

３  第十四条第一項又は前条第一項の許可を受けた者は、高圧ガスの製造のための施設

又は第一種貯蔵所の位置、構造若しくは設備の変更の工事（経済産業省令で定めるもの

を除く。以下「特定変更工事」という。）を完成したときは、製造のための施設又は第一種貯

蔵所につき、都道府県知事が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第十六条

第二項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはなら

ない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

一  高圧ガスの製造のための施設又は第一種貯蔵所につき、経済産業省令で定めるところ

により協会又は指定完成検査機関が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第

十六条第二項の技術上の基準に適合していると認められ、その旨を都道府県知事に届け

出た場合  

二  自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる者として経済産業大臣の認定を

受けている者（以下「認定完成検査実施者」という。）が、第三十九条の十一第一項の規定

により検査の記録を都道府県知事に届け出た場合  

４～５ 略 

 

（保安検査）  

第三十五条  第一種製造者は、高圧ガスの爆発その他災害が発生するおそれがある製造

のための施設（経済産業省令で定めるものに限る。以下「特定施設」という。）について、経

済産業省令で定めるところにより、定期に、都道府県知事が行う保安検査を受けなければ

ならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

一  特定施設のうち経済産業省令で定めるものについて、経済産業省令で定めるところに

より協会又は経済産業大臣の指定する者（以下「指定保安検査機関」という。）が行う保

安検査を受け、その旨を都道府県知事に届け出た場合  

二  自ら特定施設に係る保安検査を行うことができる者として経済産業大臣の認定を受け

ている者（以下「認定保安検査実施者」という。）が、その認定に係る特定施設について、

第三十九条の十一第二項の規定により検査の記録を都道府県知事に届け出た場合  

２  前項の保安検査は、特定施設が第八条第一号の技術上の基準に適合しているかどうか

について行う。  

３～４ 略  
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（認定の更新）  

第三十九条の八  第二十条第三項第二号及び第三十五条第一項第二号の認定は、五

年以上十年以内において政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によつて、その効力を失う。  

２  第三十九条の二、第三十九条の三並びに前条第一項及び第二項の規定は、第二十

条第三項第二号の認定の更新に準用する。  

３  第三十九条の四、第三十九条の五並びに前条第三項及び第四項の規定は、第三十

五条第一項第二号の認定の更新に準用する。  

 

 

○高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第 20 号） 

 

（完成検査等に係る認定の有効期間）  

第十条  法第三十九条の八第一項 の政令で定める期間は、五年とする。  

 

 

○ボイラー及び圧力容器安全規則 （昭和 47 年労働省令第 33 号） 

第三十七条  ボイラー検査証の有効期間は、一年とする。  

２  前項の規定にかかわらず、構造検査又は使用検査を受けた後設置されていない移動式

ボイラーであつて、その間の保管状況が良好であると都道府県労働局長が認めたものに

ついては、当該移動式ボイラーの検査証の有効期間を構造検査又は使用検査の日から起

算して二年を超えず、かつ、当該移動式ボイラーを設置した日から起算して一年を超えな

い範囲内で延長することができる。 

  

（性能検査等）  

第三十八条  ボイラー検査証の有効期間の更新を受けようとする者は、当該検査証に係る

ボイラー及び第十四条第一項各号に掲げる事項について、法第四十一条第二項 の性能

検査（以下「性能検査」という。）を受けなければならない。  

２  法第四十一条第二項 の登録性能検査機関（以下「登録性能検査機関」という。）は、前

項の性能検査に合格したボイラーについて、そのボイラー検査証の有効期間を更新するも

のとする。この場合において、性能検査の結果により一年未満又は一年を超え二年以内の

期間を定めて有効期間を更新することができる。  

 

（性能検査を受けるときの措置）  

第七十五条  第一種圧力容器に係る性能検査を受ける者は、第一種圧力容器を冷却し、掃

除し、その他性能検査に必要な準備をしなければならない。ただし、所轄労働基準監督署

長が認めた第一種圧力容器については、冷却及び掃除をしないことができる。  

２ 略 
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